	社会福祉法人設立の手引き



令和 4年 4月

花巻市 健康福祉部 地域福祉課

第1  社会福祉法人とは　

1 社会福祉法人の意義

社会福祉法人は「社会福祉事業」を行うことを目的として、社会福祉法（以下、「法」という。）に基づいて設立される法人です（法第22条）。

    具体的には、法第2条で規定する第一種又は第二種社会福祉事業を行うことを目的とするもので、その財政的基盤として社会福祉事業を行うために必要な資産を備えなければなりません（法第25条）。

	第一種社会福祉事業
	第二種社会福祉事業

	公共性が特に高く、利用者の保護の必要性が高い事業（主として、入所施設サービス）
	比較的利用者への影響が小さいため、公的規制の必要性が低い事業

（主として在宅サービス）

	＜事業例＞
・特別養護老人ホーム

・軽費老人ホーム

・障害者支援施設

・児童養護施設

・授産施設

	＜事業例＞
・放課後児童健全育成事業

・保育所

・地域子育て支援拠点事業
・幼保連携型認定こども園
・老人デイサービス事業

・障害福祉サービス事業　　　　　


2 設立に向けた検討課題

社会福祉法人を設立するには、事業、資産・資金、組織について検討・整備する必要があります。

(1) 事業  → どこに、どのような施設を整備し、どの社会福祉事業（第一種、第二種）を、

どのように経営していくのか、事業計画等を明らかにするとともに、施設整備に必要な資金計画の検討も必要です。

(2) 資産・資金 →  社会福祉事業を行うのに必要な資産・資金の確保が必要です。
(3) 組織 →  評議員、評議員会、理事、理事会及び監事の設置が必要です（法第36条）。

3 設立認可の手続き

社会福祉法人を設立しようとする者は、定款を定め、所轄庁の認可を受ける必要があります（法第31条）。厚生労働省令（社会福祉法施行規則第2条）で定める手続きに従い、「申請書」、「定款」及び「添付書類」を花巻市長に提出することとなります。



4 経営の原則

   社会福祉法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質の向上及び事業経営の透明性の確保を図ることが必要です。（法第24条関連）

5 指導監督等

また、社会福祉法人は、極めて公共性の高い法人として適正な運営が強く求められることから、所轄庁は社会福祉法に基づき、社会福祉法人に対する定期的な指導監査を実施しており、必要に応じて改善指導や法に基づく「改善勧告」、「勧告に期限内に従わない場合の公表」「改善措置命令」、「業務の全部若しくは一部の停止」、「役員の解職勧告」、「解散命令」等を行うことがあります（法第56条）。

第2　社会福祉法人の設立について

1　どのような事業を行う予定ですか ?
1 社会福祉法人が行うことのできる事業は限られています。

社会福祉事業（法第2条に限定列挙）
公益事業及び収益事業 （法第26条に規定）
2 社会福祉法人の行う事業は、法第2条で規定されていますので、それ以外の事業のみをもって、
社会福祉法人の設立はできません。
3 公益事業及び収益事業の事業規模は、社会福祉事業の規模を超えることはできません。
2　事業の活動拠点は、どこを考えていますか ?
市町村ごとに施設や利用者の数などの計画が策定されていますので、施設整備を予定する市町村や県の施設所管課と十分に協議をしてください。

3　基本財産は、ありますか？・・詳細は、「第4資産要件について」を参照
社会福祉法人は、「社会福祉事業を行うに必要な資産を備えなければならない」と法第25条に規定されています。資産とは、原則として社会福祉法人所有の土地、建物等をいいます。自己所有が原則ですが、地方公共団体からの貸与等、所有以外の方法による場合であっても認められる場合があります。

4　施設整備や運転資金等は、どのように確保するのですか？
  建物の建設資金等に対する、国、県、市町村等の補助制度がありますが、その場合であっても、経営の安定性の観点から、自己資金として建設資金等を用意する必要があります。また、建設資金の借入金として、独立行政法人福祉医療機構という公的融資機関を利用することができますが、あくまで「借入金」ですので、施設開設後返済する必要があり、償還計画を策定する必要があります。（当該機構からの借入の場合には、地方公共団体等の作成する「意見書」の提出が必要となります）

また、法人の設立当初の運転資金（基本財産に対して「その他財産」と呼称。）として、年間事業費の約12分の1以上（介護保険法上の事業又は障害者総合支援法上の障害福祉サービス等に該当する事業を主として行う法人を設立する場合は12分の2以上）の資金が必要となります。

5　社会福祉法人の運営は、誰がするのですか？
法人の業務の決定は理事会で行われるため、理事会を構成する理事と、理事の業務執行等を監査する監事が必要となります。なお、役員報酬は、支給基準及び額を定款又は評議員会決議のうえ、インターネット等での公表が義務付けられます（法第36条、第45条の8、第45条の35、第59条の2）。
6　どんな人が、役員（理事・監事）になる予定ですか？・・詳細は、「第5 組織要件について」を参照
理事は6人以上、監事は2人以上必要です。また、役員の選任にあたって、例えば、理事には施設管理者が参加する必要があること、社会福祉事業の経営に関する識見を有する者及び事業区域における福祉に関する実情に通じている者が含まれること等、いくつかの条件を満たす必要があります。なお、理事は、社会福祉事業について、熱意と理解を有し、かつ実際に法人運営の職責を果たし得る者であることが要件の一つになっています（法第44条、社会福祉法人審査基準）。

7　評議員会の設置準備は？・・詳細は、第5「組織要件について」を参照
すべての社会福祉法人について、実施事業の種類に関わらず評議員会の設置が義務であり、理事の員数を超える数の評議員を確保しなければなりません。また、法律上評議員を理事や理事会が直接選定することはできず、別途外部委員を加えた「評議員選任解任委員会」等の設置も必要です（法第31条、第36条）。
8　法人設立の事務は、誰が担当されますか?

社会福祉法人の設立認可申請には、多くの書類を必要とします。これらの書類は今後の法人運営に大変重要なものとなるので、法人の設立後に理事長や施設長等になる予定の方が、直接事務手続きを行うことが適当（一般的）です。
9  申請すれば、認可されるのですか？

社会福祉法人を新たに設立しようとする場合には、一通りの事前審査を経てから「花巻市社会福祉法人設立認可審査会（以下、「審査会」という。）」に諮る必要があります。審査会で設立が妥当と判断されたのち、社会福祉法人設立認可申請書を提出いただくことになります（法第32条）。

10　設立の要件等について、直接、通知等で確認したいのですが？ 

社会福祉法人の設立に当たっての基本的な関係法令・通知等は次のとおりです。

第3 設立認可までの流れ

相談から設立までの時間は、これまでの例では準備開始後、少なくても6か月程度は時間を要しています。

・事前相談から事前審査を経て、審査会の開催まで　 5カ月

・審査会が終わり、認可申請書の提出まで 　　　　　1週間　　　約6カ月

・申請を受けてから、認可まで　　　　　　　　　　 1週間
・認可後、登記まで　　　　　　　　　　　　　　　 2週間

事前相談時の準備状況（熟度が高い状態で相談に見えられる場合）、担当者の事務経験の有無、資料作成の精度（お願いした期限まで提出されなかったり、ミス等）、施設整備に係る補助金の状況等によって時間は前後します。

また、一つ一つの資料について、内容確認のための根拠、裏づけ資料等が必要になりますので（例：寄附金を受ける予定の場合、贈与契約書、相手方の資産の裏づけ資料等）、法人設立にあたっては、余裕を持った期間、体制で準備されるよう留意願います。

1 事前相談

社会福祉法人の設立認可は、健康福祉部地域福祉課が所管（窓口）していますが、事業との関連が密接であり、基本的には各施設所管課等（長寿福祉課、障がい福祉課、こども課）と一緒に対応します。担当職員の日程調整を行うため、ご相談の際には、事前に連絡を頂くようお願いします。

2 事前審査

認可申請に必要な書類等の準備が整いましたら、その内容を事前に審査（確認）します。実際は、準備の途中でも、随時、確認の上、訂正や追加作成等をお願いすることになります。審査会に提案できる状態となるまで、継続して審査・確認を行います。

3 審査会

「花巻市社会福祉法人設立認可審査会設置要綱」に基づき、案件を審査し、市として新たな法人設立の妥当性を判断します。承認されない場合には、要件等を満たした上で再度、審査会に提案することになります。また、条件付で承認された場合には、条件をクリアした上でそれを審査会に報告することになります。

4 認可申請・申請書の審査・認可

認可申請を受け、標準処理日数以内で決裁事務を行いますが、審査会で承認されても、要件の不備がみられた場合や、その後の状況等によっては、法人の設立が認可されない場合もあります（法第32条）。

5 登記

組合等登記令により、認可を受けてから2週間以内の登記が必要で、この登記によって、社会福祉法人が成立することになります（法第29条、法第34条）。

6 法人設立・事業運営開始

法人の成立後、定款に基づき、速やかに役員（理事及び監事）及び評議員の選任を行う必要があり

ます。また、設立認可申請書に添付した「定款（施行）細則、役員等報酬規程、経理規程等の諸規程」、「事業計画書」及び「予算書」については理事会（及び評議員会（当該法人の定款の内容・議案により））の議決が必要なので、定款の規定に基づき手続きを行ってください。

第4 資産要件について

1　法人資産の所有について

　(1) 原則として、①から③のいずれかを満たす必要があります。
	①
	社会福祉事業を行うために直接必要なすべての物件について、所有権を有していること。

	②
	社会福祉事業を行うために直接必要なすべての物件について、国若しくは地方公共団体から貸与若しくは使用許可を受けていること。

	③
	都市部等土地の取得が極めて困難な地域においては、不動産の一部（社会福祉施設を経営する法人の場合には、土地）に限り、国若しくは地方公共団体以外の者（以下、「民間」という。）から貸与を受けていることとして差し支えないこととするが、事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記しなければならないこと。


(2)　特例として、下記の要件等があります。

	項　　　目
	概要

	特別養護老人ホームを設置する場合
	・ 都市部等地域以外の地域においても、施設用地の賃借（民間）を認めるが、事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。

・ 賃借料の水準は、無料又は極力低額であることが望ましい。

	地域活動支援センターを設置する場合
	・ 施設用不動産について国・地方公共団体から貸与若しくは使用許可、又は民間から貸与を受けていても差し支えないが、1,000万円以上の資産（現金、預金、確実な有価証券、不動産に限る。）が必要。

・ 地方公共団体又は民間社会福祉団体からの委託又は助成を受けているか、あるいは過去に受けていた実績があるとともに、法人認可後において、地方公共団体からの委託又は助成が将来にわたり継続され、地域活動支援センターが安定的・継続的に確保されるものとして、認可所管庁が認めること。

	既設法人以外の法人が保育所（又は幼保連携型認定こども園）を設置する場合
	・ 都市部等地域以外の地域であって、緊急に保育所（又は幼保連携型認定こども園）の整備が求められている地域においても施設用地の貸与を受けて設置することを認めるが地上権又は賃借権を設定し、かつ、これを登記すること。ただし貸主が地方住宅公社、基幹交通事業者等の信用力の高い主体である場合は地上権又は賃借権の登記を省略しても差し支えないこと。

・ 賃借料は地域の水準に照らして適正な額以下であり、財源の確保がされ、収支予算書に計上されていること。


2　基本財産について

	項　　　目
	要　　件　　等

	社会福祉施設を経営する法人
	原　則
	すべての施設についてその施設の用に供する不動産は基本財産としなければならないこと。

	
	すべての社会福祉施設の用に供する不動産が国又は地方公共団体からの貸与又は使用許可を受けている場合
	1,000万円以上に相当する資産（現金、預金、確実な有価証券又は不動産に限る。）を基本財産として有していなければならない。

	社会福祉施設を経営しない法人
（社会福祉協議会及び共同募金会を除く。）
	原則として1億円以上の資産を基本財産として有していなければならないこと。ただし、委託費等で事業継続に必要な収入が安定的に見込まれる場合については、所轄庁が認める額の資産とすることができる。


※　実施する事業により、様々な特例があります。
3　その他財産について

	項　　　目
	要　　件　　等

	法人を設立する場合
	当該法人の年間事業費の１２分の１以上に相当する現金、普通預金又は当座預金等を有していなければならない。

	なお、指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の介護保険法上の事業、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律上の事業を主として行う法人を設立する場合
	当該法人の年間事業費の１２分の２以上に相当する現金、普通預金又は当座預金等を有していることが望ましい。


第5 組織要件について

1 評議員について
 (1)　 評議員の資格等
社会福祉法人の評議員については、社会福祉法第39条において、「社会福祉法人の適正な運営に必要な識見を有する者」のうちから選任することとされています。
 (2)　 評議員の欠格事由
次に掲げる者は、社会福祉法人の評議員となることができません（法第40条）。
ア　法人
イ　心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として厚生労働省令で定めるもの（精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者）
ウ　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は社会福祉法の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

エ　ウに該当する者を除くほか、禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
オ　所轄庁の解散命令により解散を命じられた社会福祉法人の解散当時の役員
 　　　　　カ　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者
(3)　 評議員の兼職禁止
　　　 　評議員は、自らが評議員を務める社会福祉法人の理事、監事又は職員を兼ねることはできません。
 (4)　 評議員の特殊関係者
　　　 　評議員には、各評議員又は各役員の配偶者又は三親等内の親族が含まれてはならないことに加え、各評議員又は各役員と特殊の関係がある者（※）も含まれてはならないこととされています。
· 「特殊の関係がある者」については、事実上の婚姻関係、雇用関係等が該当し、社会福祉法施行規則（厚生労働省令）第2条の8で詳細に規定されています。

 (5)　 評議員の員数
　　　 　評議員の数は、「定款で定めた理事の員数を超える数でなければならない」とされています（例：理事6名の場合評議員は7名以上）。
2 理事について

 (1)　 理事の欠格事由
　　　 　理事の欠格事由は、評議員と同様であり、社会福祉法で規定されています。
 (2)　 理事の資格要件
　　　 　理事のうちには、次に掲げる者が含まれなければなりません。
ア　社会福祉事業の経営に関する識見を有する者

イ　当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者

ウ　当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあっては、当該施設の管理者

 (3)　 理事の特殊関係者
　　　 　理事には、理事本人を含め、その配偶者及び三親等内の親族その他各理事と特殊の関係のある者（※）が理事の総数の三分の一を超えて含まれてはならず、また、その上限は3人とされています。
※　「理事の親族等特殊関係者」については、社会福祉法施行規則（厚生労働省令）第2条の10で詳細に規定されています（評議員とは若干内容が異なります）。
3 監事について

(1)　 監事の欠格事由
　　　 　監事の欠格事由は、評議員と同様であり、社会福祉法で規定されています。
 (2)　 監事の兼職禁止
　　　 　監事は、当該社会福祉法人の理事又は職員を兼ねることができません。
 (3)　 監事の資格要件
　　　　　監事には、次に掲げる者が含まれなければなりません。
ア　社会福祉事業について識見を有する者
イ　財務管理について識見を有する者

 (4)　 監事の特殊関係者
　　　 　監事には、各役員の配偶者又は三親等内の親族が含まれてはならないことに加え、各役員と特殊の関係がある者（※）も含まれてはならないこととされています。
※　「監事の親族等特殊関係者」についても、社会福祉法施行規則（厚生労働省令）第2条の11で詳細に規定されています（評議員・理事とは若干内容が異なります）。
【申請書の記載事項】


設立者又は設立代表者の氏名及び住所


社会福祉法人の名称及び主たる事務所の所在地


設立の趣意


評議員・役員（理事・監事）となるべき者の氏名


他の役員と婚姻関係又は三親等以内の親族関係にある者の氏名と続柄　等





【定款】


厚生労働省が定める「社会福祉法人の認可について」別紙2定款例に基づき作成





【添付書類】


設立当初の財産目録、財産が当該法人に確実に帰属することを明らかにできる書類


② 財産目録記載以外の不動産の使用を予定している時は、使用権限が当該法人に確実に帰属することを明らかにできる書類


③ 設立当初の会計年度及び次の会計年度における事業計画書及び収支予算書


④ 設立者の履歴書


⑤ 設立代表者を定めたときは、その権限を証明する書類


⑥ 評議員・役員（理事・監事）となるべき者の履歴書及び就任承諾書





社会福祉法（昭和26年3月29日法律第45号）


一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年6月2日法律第48号）


社会福祉法施行令（昭和33年6月27日政令第185号）


組合等登記令（昭和39年3月23日政令第29号）


社会福祉法施行規則（昭和26年6月21日厚生省令第28号）


社会福祉法人会計基準省令（平成28年3月31日厚生労働省令第79号）


社会福祉法人審査基準（平成12年12月1日障第890号、社援第2618号、老発第794号、児発第908号


厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知「社会福祉法人の認可について」別紙1）


社会福祉法人定款例（平成12年12月1日障第890号、社援第2618号、老発第794号、児発第908号


厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知「社会福祉法人の認可について」別紙2）


社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の取扱いについて（平成28年3月31日雇児発


0331第15号・社援発0331第39号・老発0331第45号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）


社会福祉法人審査要領（平成12年12月1日障企第59号、社援企第35号、老計第52号、児企第33号厚生省


大臣官房障害保健福祉部企画課長、社会・援護局企画課長、老人保健福祉局計画課長、児童家庭局企画課長連名通知「社会福祉法人の認可について」別紙）


社会福祉法人会計基準の制定に伴う会計処理等に関する運用上の留意事項について（平成28年3月31日雇児


総発0331第7号・社援基発0331第2号・障障発0331第2号・老総発0331第4号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、社会・援護局福祉基盤課長、障害保健福祉部障害福祉課長、老健局総務課長連名通知）


花巻市社会福祉法施行細則（平成25年3月29日規則第16号）











日付は公布（又は初出）年月日。各法令・通知とも最新の内容をご確認下さい。
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